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泉谷 眞実 著
『バイオマス静脈流通論』

（北海道地域農業研究所学術叢書、2015年）

農林中金総合研究所

河原林 孝由基

１.本書の問題意識と分析アプローチ
　本書はバイオマスの利活用について原点に立ち
返り考えさせられる書である。著者がこれまで北
海道・東北を対象として行ってきたバイオマス流
通に関する研究の集大成ともいえる。
　再生可能な生物系の資源であるバイオマスの利
活用は、廃棄物対策、地球温暖化対策、エネル
ギー対策、農業・農村対策という多面的な意義を
有するが、現状、その利活用面では大きく進んで
いるとはいえない。
　その中で、既存のバイオマスに関する社会科学
的な研究を顧みると、事業主体の経済性分析や事
業評価に偏ったものとなっており、バイオマスの
利活用を論じるには従来の分析（"点"の分析）を
超え、流通・チャネルや需給調整プロセス等、広
義の市場機能からみた産業構造全体を分析する視
角（"全体フロー"の分析）が必要と説く。
　このような問題意識のもと、著者はバイオマス
の静脈流通過程に着眼し、幅広く体系的な分析・
検証を試みている。
　ここでいう「静脈流通」の概念であるが、流通
を「動脈系統」と「静脈系統」 の二つの概念に
分け、一方の「ものを生産する、使うという活動
を『動脈』の系統」、「原料採取→生産→流通→
消費の流れ」を「動脈過程」とし、もう一方の
「廃棄物を適正に処理するとか、リサイクルをす

るという活動を『静脈』の系統」とし、「廃棄物
の排出→収集運搬→分解分別→還元・廃棄の流
れ」を「静脈過程」と捉える。
　本書の具体的な分析アプローチとしては、廃棄
物系および未利用バイオマスの静脈流通過程を対
象とし、その流通構造と価格形成、需給調整の諸
問題について実証的に検証するために、北海道と
東北の（積雪）寒冷地を対象とし、①家畜ふん
尿、②りんごジュース製造副産物、③木質バイオ
マス、④米ぬか、⑤廃食油、⑥もみ殻、⑦稲わ
ら、と幅広い品目を取り上げ検討を行っている。
　本書が北海道と東北の（積雪）寒冷地を対象と
しているのは、同地域は積雪等によってバイオマ
スの利活用に強い制約があり、そこでの取り組み
は他の地域でも参考になること、加えて、同地域
の農業構造は多様であり、特に耕種と畜産の併存
はその利活用を検討する上で適した地域であると
考えるからである。また、本書が幅広い品目を対
象としているのは、既存研究では事業主体の分析
が中心であるため特性が類似した特定の品目が対
象となるが、これに対し本書では分析の視角とし
てバイオマスの静脈流通過程全般を対象とするこ
とから、特性の異なる複数の品目を取り上げる必
要があるからである。
　なお、本書の調査時期とバイオマスを巡る環境
変化との関係では「再生可能エネルギー特別措置
法」の施行（2012年７月）により固定価格買取制
度（以下、FITという）が導入され、バイオマス
を利用した発電事業は売電により経済性を持つこ
とになったが、その後の状況変化をどう捉えるか
という点があげられる。このことは本稿の最後に
改めて言及することにしたい。

２.本書の構成と内容
　本書の構成は、第１部「バイオマスのリサイク
ル経路」、第２部「バイオマスの需給調整プロセ
ス」、第３部「バイオマス利活用と原料調達過

程」と大きく３部に分かれている。
　まず、序章で分析のための概念設定を行い、既
存研究の特徴と問題点を指摘し、新たな分析の視
角（"全体フロー"の分析）を提示したうえで、第
１章「バイオマス利用の意義と現状」で前提の整
理を行い、本論へと展開していく。
　第１部は第２章～第４章からなり、第２章
「『家畜排せつ物法』施行以前における家畜ふん
尿リサイクルの特質」では、1990年代の同法施行
前の家畜ふん尿の販売対応の共同化とリサイクル
経路の広域化について、愛知県と北海道の事例か
ら検討を行い実態を明らかにしている。この広域
化の要因を、家畜ふん尿堆肥を広域的に供給して
いる酪農経営の事例から分析し、季節的な遊休労
働力や遊休輸送装備の利用効率を高めるために行
われていたことを解明している。
　第３章「食品製造副産物におけるリサイクル経
路の特質」では、青森県のジュース製造副産物を
対象にリサイクル経路の特質とその要因について
検討を行い、2000年代に入ってからその流通範囲
が広域化した背景には輸入飼料価格高騰のもとで
国内の安価な飼料原料を求める需要があり、飼料
メーカーは（本来の飼料等荷物を輸送した後の）
「帰り荷」輸送という比較的コストの低い輸送手
段を利用することで広域的な飼料原料の供給を可
能としたことを明らかにしている。ただし、「帰
り荷」輸送ではりんご粕それ自体で発生ピーク時
に輸送回数を増やすことは難しく、バイオマスの
需給変動によるリサイクル・チャネル自体の不安
定性がバイオマス利活用の障害になっているとい
う問題を指摘している。
　第４章「東アジアにおける食品製造副産物のリ
サイクル・システム」では、中国、台湾、韓国で
の果実ジュース製造副産物の利用における補論的
な分析であり、いずれの国も同副産物は家畜の飼
料として利用されるが、国によってその利用形態
が異なっていることを明らかにしている。

　第２部は第５章～第８章からなり、第５章「食
品製造副産物の供給変動と需給調整プロセス」で
は、第３章と同様に青森県のりんごジュース製造
副産物を対象として、本章では需給調整プロセス
の視点から検討を行い、その調整はリサイクル経
路に関わる各主体によって行われ、それは３つの
タイプに整理できることを提示している（チャネ
ル内、チャネル間、チャネル外の各対応）。ただ
し、その調整は各主体が個々ばらばらに行ってい
るために、調整の結果、新たな問題も発生するな
ど地域における需給調整主体の形成が望まれるこ
とを指摘している。
　第６章「木質ペレット燃料流通の広域化と地域
における需給の不整合問題」では、リサイクル経
路の広域化と個々の事業者による需給調整プロセ
スの調整がもたらす具体的な問題を、東北の木質
ペレット燃料を対象に分析を行い、品質の違いと
原料の種類別に価格が異なることを要因として、
外部からペレットが流入し自県で生産したペレッ
トが地域から押し出され他県に流出するという需
給不整合の実態を明らかしている。個々の経済主
体がバイオマスの利用に自己のコントロールでき
る範囲で取り組み、全体を調整する主体が欠落し
た中では、このような問題が発生することを指摘
している。
　第７章「地域バイオマス需給における調整主体
の存立条件」では、地域的な需給の調整主体が存
在する北海道の米ぬか市場を対象にその存立条件
の検討を行っている。複数の季節性を有する米ぬ
か需要が存在し、これらユーザー間で原料調達競
争が起きた場合、季節的に米ぬか価格が高騰し最
適な配分が困難となる状況に陥るが、それに対
し、通年的かつ大量の需要を有する米油メーカー
が需給調整主体となり、少量で季節的な需要を形
成する肥料やキノコ培地等のユーザーに対して米
ぬかの配分を行っていたことを明らかにしてい
る。需給の不整合を解消するためには地域におけ
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るバイオマス需給の調整主体の形成が求められる
ことを改めて指摘している。
　第８章「バイオマス需給における原料調達過程
と製品販売・利用過程間の調整」では、廃食油の
調達とバイオディーゼル燃料の原料・製品の２つ
の過程を対象として、それぞれの調整プロセスの
検討を行い、そこでは製品であるバイオディーゼ
ル燃料の需給不均衡の矛盾は原料となる廃食油の
調達過程にしわ寄せされている実態を明らかにし
ている。このような発展途上の市場では非市場的
な領域（地元自治体の利用等）がバッファーとな
り調整機能を補うことの重要性も指摘している。
　第３部は第９章・第10章からなり、第９章「農
産バイオマスエネルギー事業における原料調達方
式と地域原料バイオマス市場」では、青森県のも
み殻を対象に検討を行い、地域におけるリサイク
ル経路の形成には各事業主体が地域のバイオマス
資源の需給構造を踏まえた上で、用途別に既存の
需給と棲み分けをする対応を取っていることを明
らかにしている。バイオマスの利活用の推進では
地域におけるバイオマス資源の賦存量を把握する
だけでは不十分であり、より具体的に用途別の需
給構造の把握が必要であることを指摘している。
　第10章「未利用バイオマスにおける処理・利用
方式の特質」では、農家におけるバイオマス供給
構造を青森県の稲わらを事例として検討を行い、
その処理・利用方式には農家の経営形態や規模、
作業形態と関連がみられ、産地におけるバイオマ
スの利活用推進には各地域の具体的な農業構造や
農家の階層構成を踏まえた上での対策の検討が求
められることを指摘している。
　以上、本論での検討・検証結果を踏まえ、バイ
オマスの利活用促進や利活用方策の研究では流通
過程の解明がカギを握るとの帰結を得た。
　終章では今後の研究課題の整理がなされ、地産
地消型バイオマス利用システムの構築や、メタン
ガス原料等エネルギー利用などで新しい市場関係

が形成されることへの着眼点が示されている。

３.本書を巡る今日的状況と意義
　バイオマス資源は我が国の農村には豊富に存在
しており、その利活用では農業との親和性が高
く、農業者の"生業"になるともいえる。ただし、
それを持続可能ならしめるにはバイオマスが産業
として立ち行くこと、それには市場が存在・成立
することが重要である。本書はバイオマスの利活
用、とりわけマテリアル利用面を幅広く取り上げ
流通過程を考察し、個々の事業主体を超えた産業
としてのあり様を問う内容となっている。
　ただし、本書の考察は市場領域に重点に置いた
ものとなっており、環境はじめ多面的な意義を有
するバイオマスの利活用では外部経済性を考慮す
る必要がある。本書では非市場的な領域がバッ
ファーとなることの重要性を指摘しているが、こ
れを一歩進め、バイオマス利活用の外部経済性を
評価し市場領域と非市場領域との最適な関係を捉
えることが産業化には必要であり、今後の研究を
待ちたい。
　最後に、本書を取り巻く環境としてFIT施行後
の状況変化をどう捉えるかという点を考えてみた
い。FITによりバイオマスはそのエネルギー利用
（売電）の経済性から採算性の議論を正面からで
きる状況になった。しかし、FITは再生可能エネ
ルギー導入当初の普及促進と技術進歩による発電
コスト低減を見据えた"出口"のある制度である
（恒久的な制度でない）ことを忘れてはならな
い。
　日本でもFIT施行後４年を経過し制度の随時見
直しが行われてきており、将来的な市場価格化を
視野に入れておく必要がある。そこで、バイオマ
スのもうひとつの利活用形態、本書でみてきたマ
テリアル利用にスポットを当て、エネルギー利用
と同列に議論し、いわば"車の両輪"として両者一
体となった実践モデルを検討することはポスト
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米国エタノール産業と穀作農業の構造変化』

(筑波書房、2016年)

拓殖大学北海道短期大学

村上　良一

はじめに
　本書は「アメリカ合衆国コーンエタノール政策
がもたらしたアグロフュエル・ブームとその下で
の同国北中部穀作農業構造の動態と性格を解明す
ること」を基本目的としている。評者は内容的に
本書を五部構成として把握した。全体を貫く方法
(分析視角)を示した第１章、アグロフュエル・
ブーム下のコーンエタノール部門を分析した第２
章、アメリカ農業構造の分析視角を示し、アメリ
カ穀作農業全体の構造分析を行った第３章、アイ
オワ、ネブラスカ、北南ダコタの穀作農業構造分
析を行った第４章～第６章、そして全体を総括し
た終章である。
　以下では本書の内容を評者が要点と考える項目
に整理してコメントを入れながら紹介し、最後に
北海道農業分析に際して示唆を得られた点をあげ
る。

Ⅰ　分析視角に関して
　著者は多国籍アグリビジネス分析において有力
な枠組みとして注目されている「フードレジーム
論」に検討を加え、現段階を第3フードレジーム
(企業フードレジーム)第２局面と規定する。その
理由を「(多国籍資本による利潤と権力の奪回プ
ロジェクトとしてのグローバル新自由主義に照応
し、それを農業・食料部面から支える国際諸関
係)と最新の特徴(世界規模の資本主義の本格的金
融化から重大な影響を受け、また同時にその蓄積
を支える農業・食料国際諸関係)」を包括的に表

現できるからであるとする。
　金融肥大化グローバル経済に農業・食料部門が
より組み込まれるようになり、多国籍アグリビジ
ネスにとっての「蓄積の危機」(「蓄積の危機」
という用語はフードレジーム論を提示した論者が
援用するレギュラシオン学派のキーワードである
が著者自身は「レギュラシオン理論自体の全面的
有効性を認めているわけではない」)は小農民や
各国非富裕層に転嫁され自らは利得機会を獲得し
ていく。本書の具体的分析対象に引き付けて述べ
るならば、アメリカ農業において寄生的利潤(但
し、畜産部門は被収奪部門)がもたらされ、「農
業労働の資本への実質的な包摂」が進展する一方
で、環境や家族農業経営に否定的影響をもたらす
ということである。
　このように多国籍アグリビジネスが自らの蓄積
機会を獲得するために農業構造や農業労働過程な
どを都合の良い形態に変えていく過程を具体的に
分析していくというのが全体を貫く方法(分析視
角)である。
　そしてオルタナティブとしての「食料主権」と
いう新しい言説枠組みに注目する。

Ⅱ　コーンエタノール産業とアメリカ農業に関して
1.アメリカ・アグロフュエル政策とブームの位置と
性格
　覇権国アメリカの国家政策は、他国に負担転嫁
（貿易・為替政策に端的）することで自国利益の
維持拡大を図るという点では一貫している。現下
のアグロフュエル産業育成政策もそうした性格を
もつ。著者はアメリカ穀作農業(主には上層農)及
びアグロフュエル生産企業が得た寄生的利潤の源
泉は、穀物価格高騰によって国内外から「収奪」
したものであるとする。その政策推進のためバイ
オエタノールは温暖化ガス抑制効果を持ち親環境
保護的である等の「正当化神話」をも振りまく。
こうした政策推進における「イデオロギーの利

用」に着目する著者の態度は、皮相かつ煽情的な
言説で大衆の支持を得て短絡的な政策が推進され
る昨今、ますます重要である。
　アグロフュエル政策の巧妙さの分析も興味深
い。自動車燃料へのエタノール使用義務づけに
よって原料たるトウモロコシの需要拡大が他の穀
物価格の上昇をも招来し結果として穀物関連価
格・所得支持プログラムによる財政支出を抑制し
た。いわば「一石二鳥」の効果を生んだという巧
妙さである。

2.農業構造への影響
　アメリカのアグロフュエル政策は米国農業構造
に対して分解促進と資本主義的大経営を生み出す
役割を果たしていることを鮮明に描いている。
　この農業構造分析にあたって、まず分析課題を
明確化するために中野一新-服部信司「論争」な
どを検討した上で、「農業労働総過程を構成する
諸要因の『社会諸関係の性格分析』が必要」と結
論づける。その上でコーンエタノール産業育成政
策による農業構造への影響が考察される。
　コーンエタノールブームによる価格暴騰により
農業経営体が寄生的利潤を獲得し、経営耕地面積
に大きな変化がないにもかかわらず経済階級別区
分では上位階層にシフトした。著者はそれを「水
ぶくれ」と称している。同時に地代地価高騰（過
剰資本の投機対象となることで拍車がかかる̶こ
こにもグローバル資本主義の影響がみられるとす
る）をも招き土地獲得競争が激化する。加えて機
械・装備類投資も増え、生産コスト上昇も激しく
なる。これが上向経営(最上層は資本主義的経営)
とそうでない経営への分解を促進させる契機とな
り、上向経営たりえなかった農家は世代継承困難
等の経営難に陥ることが明らかにされる。
　また寄生的利潤を得ている経営になお政府支払
が行われ、「一種のモラルハザード的作用を果た
している」と指摘している。この点に付言すると

こうした作用を容認し続けている政策当局者の姿
勢をアメリカの農業政策の性格に起因するものと
してとらえた方が政策分析をより深化させること
ができるのではないかと思われる。

3.大規模アグロフュエル企業の台頭によるコーン
エタノール産業の変化
　アグロフュエル政策によってもたらされた同産
業の構造変化は以下のように整理される。
　アメリカのコーンエタノール産業構造は、ＡＤ
Ｍを除けば、むしろ小規模企業が一般的だったの
がアグロフュエル政策により二つの画期を経て階
層化（著者の整理では４階層）が進行し、上位企
業の集中度は上昇傾向にある。形成された最頂部
には老舗の多国籍穀物複合体型企業だけでなく多
国籍エネルギー複合体企業など農業関連以外の多
様な出自をもつ企業が君臨している。産業内部の
要因のみならず、国際過剰資本の動きに翻弄され
る形で中小メーカーは淘汰されもしくは下位に甘
んじている。
　とはいえ著者は生産者・地元住民出資型の企業
であれば肯定的な評価を与えているわけではな
い。そもそもコーンエタノール自体が「再生可能
燃料」たりえるのかと疑問を呈し、さらには穀物
関連セクターの維持を国内外の消費者・実需者に
負担転嫁し、また過剰資本の新たな蓄積機会でも
たらされた寄生的利潤の「分け前」にこれら非独
占的な企業も享受しているとして批判的である。

4.農法、環境への影響
　現地調査を踏まえたうえでアグロフュエルブー
ムが及ぼす農法、環境への影響が考察されてい
る。
　調査対象地域では「面積当たり収益性の高い地
域でより早く、より体系的な精密農業技術採用が
進んで」土壌分析等の外部委託も進んでいる。ま
た先進的農業技術を土台に効率性重視を旨とする

大規模経営のアメリカ農業というイメージからす
ると奇妙であるが不耕起農法が拡大している地域
も存在する(アグロフュエルブームが穀作地域一
様に不耕起農法を進めたわけではないことにも注
意)。だが、ここでの不耕起農法の導入は除草目
的耕耘を省略するためであるからＧＭＯとパッ
ケージされた除草剤の使用ならびに不耕起農法対
応の高額な農業機械導入を不可欠とする。寄生的
利潤の恩恵をより受けた高額投資に耐えうる大規
模経営がそうした条件を持つことになる。これに
より「農業の工業化」が進展する。トウモロコシ
の連作、もしくは連作に近い大豆̶トウモロコシ
の2年輪作も進行する(コーンベルト最後発である
北ダコタを除く)。
　著者はここに「農業労働の資本への実質的包
摂」の進展を見出すとともにその環境への否定的
な影響を指摘する。

Ⅲ　北海道農業分析への示唆
　評者が今後の北海道農業分析に際して示唆を得
られた点は下記の三つである。
　第一に精密農業技術導入による農業経営への影
響である。本書では精密農業に対応できる機械を
導入できるのは上層農であり、また最新の土壌分
析技術などは必須だがそれは外部の業者に委託せ
ざるをえない状況が詳述されている。本道でも精
密農業の導入が叫ばれているが、それによる経営
への影響に注視していくべきであろう。
　第二に輸出振興など新規需要をターゲットにし
た作目生産が拡大することによる輪作体系等農法
への影響である。アメリカ農業は長らく輸出依存
を強めることでモノカルチャー化が進行してきた
が、バイオフュエルブームという内需によっても
それが進んでいることが本書で指摘されている。
本道においては持続可能な農法と食料自給率向上
を前提とした輸出や新規需要向け作目の生産とい
う観点が必要であろう。

　第三にアグリビジネスや農協と地域農業との関
係への影響である。アグロフュエルブーム下で産
業構造が再編され地元出資型企業は淘汰もしくは
下位に甘んじざるを得ない状況が本書で指摘され
ている。本道ではこれまでは強固な農協の存在の
下、農協主導型の加工事業等の展開がみられてき
たが、農協「改革」の推移如何ではアグリビジネ
ス主導による地域農業構造の再編が進行する可能
性もある。いわば、農業版“トヨタピラミッド”の
構築である。今後の動きに注視すべきであろう。

おわりに
　本書は、新自由主義的グローバル経済下、精密
農業に象徴される最新技術を伴った「工業化」路
線を驀進し、多国籍アグリビジネスの一大拠点と
なっているアメリカ農業を分析対象に「農業の資
本主義化とは何か」という古くからある社会経済
学の重要な論点に対して、理論的深化を図ろうと
取り組んだ良書である。また穀作地帯の丹念な農
業経営調査内容などは、社会経済学とは異なる理
論で研究を進めている方にも得るところ大と思わ
れる。広範な農業経済学研究者諸氏に一読をお勧
めしたい。



泉谷 眞実 著
『バイオマス静脈流通論』

（北海道地域農業研究所学術叢書、2015年）

農林中金総合研究所

河原林　孝由基

１.本書の問題意識と分析アプローチ
　本書はバイオマスの利活用について原点に立ち
返り考えさせられる書である。著者がこれまで北
海道・東北を対象として行ってきたバイオマス流
通に関する研究の集大成ともいえる。
　再生可能な生物系の資源であるバイオマスの利
活用は、廃棄物対策、地球温暖化対策、エネル
ギー対策、農業・農村対策という多面的な意義を
有するが、現状、その利活用面では大きく進んで
いるとはいえない。
　その中で、既存のバイオマスに関する社会科学
的な研究を顧みると、事業主体の経済性分析や事
業評価に偏ったものとなっており、バイオマスの
利活用を論じるには従来の分析（"点"の分析）を
超え、流通・チャネルや需給調整プロセス等、広
義の市場機能からみた産業構造全体を分析する視
角（"全体フロー"の分析）が必要と説く。
　このような問題意識のもと、著者はバイオマス
の静脈流通過程に着眼し、幅広く体系的な分析・
検証を試みている。
　ここでいう「静脈流通」の概念であるが、流通
を「動脈系統」と「静脈系統」 の二つの概念に
分け、一方の「ものを生産する、使うという活動
を『動脈』の系統」、「原料採取→生産→流通→
消費の流れ」を「動脈過程」とし、もう一方の
「廃棄物を適正に処理するとか、リサイクルをす

るという活動を『静脈』の系統」とし、「廃棄物
の排出→収集運搬→分解分別→還元・廃棄の流
れ」を「静脈過程」と捉える。
　本書の具体的な分析アプローチとしては、廃棄
物系および未利用バイオマスの静脈流通過程を対
象とし、その流通構造と価格形成、需給調整の諸
問題について実証的に検証するために、北海道と
東北の（積雪）寒冷地を対象とし、①家畜ふん
尿、②りんごジュース製造副産物、③木質バイオ
マス、④米ぬか、⑤廃食油、⑥もみ殻、⑦稲わ
ら、と幅広い品目を取り上げ検討を行っている。
　本書が北海道と東北の（積雪）寒冷地を対象と
しているのは、同地域は積雪等によってバイオマ
スの利活用に強い制約があり、そこでの取り組み
は他の地域でも参考になること、加えて、同地域
の農業構造は多様であり、特に耕種と畜産の併存
はその利活用を検討する上で適した地域であると
考えるからである。また、本書が幅広い品目を対
象としているのは、既存研究では事業主体の分析
が中心であるため特性が類似した特定の品目が対
象となるが、これに対し本書では分析の視角とし
てバイオマスの静脈流通過程全般を対象とするこ
とから、特性の異なる複数の品目を取り上げる必
要があるからである。
　なお、本書の調査時期とバイオマスを巡る環境
変化との関係では「再生可能エネルギー特別措置
法」の施行（2012年７月）により固定価格買取制
度（以下、FITという）が導入され、バイオマス
を利用した発電事業は売電により経済性を持つこ
とになったが、その後の状況変化をどう捉えるか
という点があげられる。このことは本稿の最後に
改めて言及することにしたい。

２.本書の構成と内容
　本書の構成は、第１部「バイオマスのリサイク
ル経路」、第２部「バイオマスの需給調整プロセ
ス」、第３部「バイオマス利活用と原料調達過

程」と大きく３部に分かれている。
　まず、序章で分析のための概念設定を行い、既
存研究の特徴と問題点を指摘し、新たな分析の視
角（"全体フロー"の分析）を提示したうえで、第
１章「バイオマス利用の意義と現状」で前提の整
理を行い、本論へと展開していく。
　第１部は第２章～第４章からなり、第２章
「『家畜排せつ物法』施行以前における家畜ふん
尿リサイクルの特質」では、1990年代の同法施行
前の家畜ふん尿の販売対応の共同化とリサイクル
経路の広域化について、愛知県と北海道の事例か
ら検討を行い実態を明らかにしている。この広域
化の要因を、家畜ふん尿堆肥を広域的に供給して
いる酪農経営の事例から分析し、季節的な遊休労
働力や遊休輸送装備の利用効率を高めるために行
われていたことを解明している。
　第３章「食品製造副産物におけるリサイクル経
路の特質」では、青森県のジュース製造副産物を
対象にリサイクル経路の特質とその要因について
検討を行い、2000年代に入ってからその流通範囲
が広域化した背景には輸入飼料価格高騰のもとで
国内の安価な飼料原料を求める需要があり、飼料
メーカーは（本来の飼料等荷物を輸送した後の）
「帰り荷」輸送という比較的コストの低い輸送手
段を利用することで広域的な飼料原料の供給を可
能としたことを明らかにしている。ただし、「帰
り荷」輸送ではりんご粕それ自体で発生ピーク時
に輸送回数を増やすことは難しく、バイオマスの
需給変動によるリサイクル・チャネル自体の不安
定性がバイオマス利活用の障害になっているとい
う問題を指摘している。
　第４章「東アジアにおける食品製造副産物のリ
サイクル・システム」では、中国、台湾、韓国で
の果実ジュース製造副産物の利用における補論的
な分析であり、いずれの国も同副産物は家畜の飼
料として利用されるが、国によってその利用形態
が異なっていることを明らかにしている。

　第２部は第５章～第８章からなり、第５章「食
品製造副産物の供給変動と需給調整プロセス」で
は、第３章と同様に青森県のりんごジュース製造
副産物を対象として、本章では需給調整プロセス
の視点から検討を行い、その調整はリサイクル経
路に関わる各主体によって行われ、それは３つの
タイプに整理できることを提示している（チャネ
ル内、チャネル間、チャネル外の各対応）。ただ
し、その調整は各主体が個々ばらばらに行ってい
るために、調整の結果、新たな問題も発生するな
ど地域における需給調整主体の形成が望まれるこ
とを指摘している。
　第６章「木質ペレット燃料流通の広域化と地域
における需給の不整合問題」では、リサイクル経
路の広域化と個々の事業者による需給調整プロセ
スの調整がもたらす具体的な問題を、東北の木質
ペレット燃料を対象に分析を行い、品質の違いと
原料の種類別に価格が異なることを要因として、
外部からペレットが流入し自県で生産したペレッ
トが地域から押し出され他県に流出するという需
給不整合の実態を明らかしている。個々の経済主
体がバイオマスの利用に自己のコントロールでき
る範囲で取り組み、全体を調整する主体が欠落し
た中では、このような問題が発生することを指摘
している。
　第７章「地域バイオマス需給における調整主体
の存立条件」では、地域的な需給の調整主体が存
在する北海道の米ぬか市場を対象にその存立条件
の検討を行っている。複数の季節性を有する米ぬ
か需要が存在し、これらユーザー間で原料調達競
争が起きた場合、季節的に米ぬか価格が高騰し最
適な配分が困難となる状況に陥るが、それに対
し、通年的かつ大量の需要を有する米油メーカー
が需給調整主体となり、少量で季節的な需要を形
成する肥料やキノコ培地等のユーザーに対して米
ぬかの配分を行っていたことを明らかにしてい
る。需給の不整合を解消するためには地域におけ
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るバイオマス需給の調整主体の形成が求められる
ことを改めて指摘している。
　第８章「バイオマス需給における原料調達過程
と製品販売・利用過程間の調整」では、廃食油の
調達とバイオディーゼル燃料の原料・製品の２つ
の過程を対象として、それぞれの調整プロセスの
検討を行い、そこでは製品であるバイオディーゼ
ル燃料の需給不均衡の矛盾は原料となる廃食油の
調達過程にしわ寄せされている実態を明らかにし
ている。このような発展途上の市場では非市場的
な領域（地元自治体の利用等）がバッファーとな
り調整機能を補うことの重要性も指摘している。
　第３部は第９章・第10章からなり、第９章「農
産バイオマスエネルギー事業における原料調達方
式と地域原料バイオマス市場」では、青森県のも
み殻を対象に検討を行い、地域におけるリサイク
ル経路の形成には各事業主体が地域のバイオマス
資源の需給構造を踏まえた上で、用途別に既存の
需給と棲み分けをする対応を取っていることを明
らかにしている。バイオマスの利活用の推進では
地域におけるバイオマス資源の賦存量を把握する
だけでは不十分であり、より具体的に用途別の需
給構造の把握が必要であることを指摘している。
　第10章「未利用バイオマスにおける処理・利用
方式の特質」では、農家におけるバイオマス供給
構造を青森県の稲わらを事例として検討を行い、
その処理・利用方式には農家の経営形態や規模、
作業形態と関連がみられ、産地におけるバイオマ
スの利活用推進には各地域の具体的な農業構造や
農家の階層構成を踏まえた上での対策の検討が求
められることを指摘している。
　以上、本論での検討・検証結果を踏まえ、バイ
オマスの利活用促進や利活用方策の研究では流通
過程の解明がカギを握るとの帰結を得た。
　終章では今後の研究課題の整理がなされ、地産
地消型バイオマス利用システムの構築や、メタン
ガス原料等エネルギー利用などで新しい市場関係

が形成されることへの着眼点が示されている。

３.本書を巡る今日的状況と意義
　バイオマス資源は我が国の農村には豊富に存在
しており、その利活用では農業との親和性が高
く、農業者の"生業"になるともいえる。ただし、
それを持続可能ならしめるにはバイオマスが産業
として立ち行くこと、それには市場が存在・成立
することが重要である。本書はバイオマスの利活
用、とりわけマテリアル利用面を幅広く取り上げ
流通過程を考察し、個々の事業主体を超えた産業
としてのあり様を問う内容となっている。
　ただし、本書の考察は市場領域に重点に置いた
ものとなっており、環境はじめ多面的な意義を有
するバイオマスの利活用では外部経済性を考慮す
る必要がある。本書では非市場的な領域がバッ
ファーとなることの重要性を指摘しているが、こ
れを一歩進め、バイオマス利活用の外部経済性を
評価し市場領域と非市場領域との最適な関係を捉
えることが産業化には必要であり、今後の研究を
待ちたい。
　最後に、本書を取り巻く環境としてFIT施行後
の状況変化をどう捉えるかという点を考えてみた
い。FITによりバイオマスはそのエネルギー利用
（売電）の経済性から採算性の議論を正面からで
きる状況になった。しかし、FITは再生可能エネ
ルギー導入当初の普及促進と技術進歩による発電
コスト低減を見据えた"出口"のある制度である
（恒久的な制度でない）ことを忘れてはならな
い。
　日本でもFIT施行後４年を経過し制度の随時見
直しが行われてきており、将来的な市場価格化を
視野に入れておく必要がある。そこで、バイオマ
スのもうひとつの利活用形態、本書でみてきたマ
テリアル利用にスポットを当て、エネルギー利用
と同列に議論し、いわば"車の両輪"として両者一
体となった実践モデルを検討することはポスト

FITを見据えた出口戦略に繋がるのではないかと
考える。売電といったエネルギー利用はバイオマ
スの利活用形態のひとつの側面に過ぎない。バイ
オマスの利活用を地域として広く考えることは地
域の資源を見つめ直し、地域の可能性を考えるこ
とに繋がる。その意味でも本書には今日的な意義
が付与されるのである。

磯田　宏　著
『アグロフュエル・ブーム下の
米国エタノール産業と穀作農業の構造変化』

(筑波書房、2016年)

拓殖大学北海道短期大学

村上　良一

はじめに
　本書は「アメリカ合衆国コーンエタノール政策
がもたらしたアグロフュエル・ブームとその下で
の同国北中部穀作農業構造の動態と性格を解明す
ること」を基本目的としている。評者は内容的に
本書を五部構成として把握した。全体を貫く方法
(分析視角)を示した第１章、アグロフュエル・
ブーム下のコーンエタノール部門を分析した第２
章、アメリカ農業構造の分析視角を示し、アメリ
カ穀作農業全体の構造分析を行った第３章、アイ
オワ、ネブラスカ、北南ダコタの穀作農業構造分
析を行った第４章～第６章、そして全体を総括し
た終章である。
　以下では本書の内容を評者が要点と考える項目
に整理してコメントを入れながら紹介し、最後に
北海道農業分析に際して示唆を得られた点をあげ
る。

Ⅰ　分析視角に関して
　著者は多国籍アグリビジネス分析において有力
な枠組みとして注目されている「フードレジーム
論」に検討を加え、現段階を第3フードレジーム
(企業フードレジーム)第２局面と規定する。その
理由を「(多国籍資本による利潤と権力の奪回プ
ロジェクトとしてのグローバル新自由主義に照応
し、それを農業・食料部面から支える国際諸関
係)と最新の特徴(世界規模の資本主義の本格的金
融化から重大な影響を受け、また同時にその蓄積
を支える農業・食料国際諸関係)」を包括的に表

現できるからであるとする。
　金融肥大化グローバル経済に農業・食料部門が
より組み込まれるようになり、多国籍アグリビジ
ネスにとっての「蓄積の危機」(「蓄積の危機」
という用語はフードレジーム論を提示した論者が
援用するレギュラシオン学派のキーワードである
が著者自身は「レギュラシオン理論自体の全面的
有効性を認めているわけではない」)は小農民や
各国非富裕層に転嫁され自らは利得機会を獲得し
ていく。本書の具体的分析対象に引き付けて述べ
るならば、アメリカ農業において寄生的利潤(但
し、畜産部門は被収奪部門)がもたらされ、「農
業労働の資本への実質的な包摂」が進展する一方
で、環境や家族農業経営に否定的影響をもたらす
ということである。
　このように多国籍アグリビジネスが自らの蓄積
機会を獲得するために農業構造や農業労働過程な
どを都合の良い形態に変えていく過程を具体的に
分析していくというのが全体を貫く方法(分析視
角)である。
　そしてオルタナティブとしての「食料主権」と
いう新しい言説枠組みに注目する。

Ⅱ　コーンエタノール産業とアメリカ農業に関して
1.アメリカ・アグロフュエル政策とブームの位置と
性格
　覇権国アメリカの国家政策は、他国に負担転嫁
（貿易・為替政策に端的）することで自国利益の
維持拡大を図るという点では一貫している。現下
のアグロフュエル産業育成政策もそうした性格を
もつ。著者はアメリカ穀作農業(主には上層農)及
びアグロフュエル生産企業が得た寄生的利潤の源
泉は、穀物価格高騰によって国内外から「収奪」
したものであるとする。その政策推進のためバイ
オエタノールは温暖化ガス抑制効果を持ち親環境
保護的である等の「正当化神話」をも振りまく。
こうした政策推進における「イデオロギーの利

用」に着目する著者の態度は、皮相かつ煽情的な
言説で大衆の支持を得て短絡的な政策が推進され
る昨今、ますます重要である。
　アグロフュエル政策の巧妙さの分析も興味深
い。自動車燃料へのエタノール使用義務づけに
よって原料たるトウモロコシの需要拡大が他の穀
物価格の上昇をも招来し結果として穀物関連価
格・所得支持プログラムによる財政支出を抑制し
た。いわば「一石二鳥」の効果を生んだという巧
妙さである。

2.農業構造への影響
　アメリカのアグロフュエル政策は米国農業構造
に対して分解促進と資本主義的大経営を生み出す
役割を果たしていることを鮮明に描いている。
　この農業構造分析にあたって、まず分析課題を
明確化するために中野一新-服部信司「論争」な
どを検討した上で、「農業労働総過程を構成する
諸要因の『社会諸関係の性格分析』が必要」と結
論づける。その上でコーンエタノール産業育成政
策による農業構造への影響が考察される。
　コーンエタノールブームによる価格暴騰により
農業経営体が寄生的利潤を獲得し、経営耕地面積
に大きな変化がないにもかかわらず経済階級別区
分では上位階層にシフトした。著者はそれを「水
ぶくれ」と称している。同時に地代地価高騰（過
剰資本の投機対象となることで拍車がかかる̶こ
こにもグローバル資本主義の影響がみられるとす
る）をも招き土地獲得競争が激化する。加えて機
械・装備類投資も増え、生産コスト上昇も激しく
なる。これが上向経営(最上層は資本主義的経営)
とそうでない経営への分解を促進させる契機とな
り、上向経営たりえなかった農家は世代継承困難
等の経営難に陥ることが明らかにされる。
　また寄生的利潤を得ている経営になお政府支払
が行われ、「一種のモラルハザード的作用を果た
している」と指摘している。この点に付言すると

こうした作用を容認し続けている政策当局者の姿
勢をアメリカの農業政策の性格に起因するものと
してとらえた方が政策分析をより深化させること
ができるのではないかと思われる。

3.大規模アグロフュエル企業の台頭によるコーン
エタノール産業の変化
　アグロフュエル政策によってもたらされた同産
業の構造変化は以下のように整理される。
　アメリカのコーンエタノール産業構造は、ＡＤ
Ｍを除けば、むしろ小規模企業が一般的だったの
がアグロフュエル政策により二つの画期を経て階
層化（著者の整理では４階層）が進行し、上位企
業の集中度は上昇傾向にある。形成された最頂部
には老舗の多国籍穀物複合体型企業だけでなく多
国籍エネルギー複合体企業など農業関連以外の多
様な出自をもつ企業が君臨している。産業内部の
要因のみならず、国際過剰資本の動きに翻弄され
る形で中小メーカーは淘汰されもしくは下位に甘
んじている。
　とはいえ著者は生産者・地元住民出資型の企業
であれば肯定的な評価を与えているわけではな
い。そもそもコーンエタノール自体が「再生可能
燃料」たりえるのかと疑問を呈し、さらには穀物
関連セクターの維持を国内外の消費者・実需者に
負担転嫁し、また過剰資本の新たな蓄積機会でも
たらされた寄生的利潤の「分け前」にこれら非独
占的な企業も享受しているとして批判的である。

4.農法、環境への影響
　現地調査を踏まえたうえでアグロフュエルブー
ムが及ぼす農法、環境への影響が考察されてい
る。
　調査対象地域では「面積当たり収益性の高い地
域でより早く、より体系的な精密農業技術採用が
進んで」土壌分析等の外部委託も進んでいる。ま
た先進的農業技術を土台に効率性重視を旨とする

大規模経営のアメリカ農業というイメージからす
ると奇妙であるが不耕起農法が拡大している地域
も存在する(アグロフュエルブームが穀作地域一
様に不耕起農法を進めたわけではないことにも注
意)。だが、ここでの不耕起農法の導入は除草目
的耕耘を省略するためであるからＧＭＯとパッ
ケージされた除草剤の使用ならびに不耕起農法対
応の高額な農業機械導入を不可欠とする。寄生的
利潤の恩恵をより受けた高額投資に耐えうる大規
模経営がそうした条件を持つことになる。これに
より「農業の工業化」が進展する。トウモロコシ
の連作、もしくは連作に近い大豆̶トウモロコシ
の2年輪作も進行する(コーンベルト最後発である
北ダコタを除く)。
　著者はここに「農業労働の資本への実質的包
摂」の進展を見出すとともにその環境への否定的
な影響を指摘する。
　

Ⅲ　北海道農業分析への示唆
　評者が今後の北海道農業分析に際して示唆を得
られた点は下記の三つである。
　第一に精密農業技術導入による農業経営への影
響である。本書では精密農業に対応できる機械を
導入できるのは上層農であり、また最新の土壌分
析技術などは必須だがそれは外部の業者に委託せ
ざるをえない状況が詳述されている。本道でも精
密農業の導入が叫ばれているが、それによる経営
への影響に注視していくべきであろう。
　第二に輸出振興など新規需要をターゲットにし
た作目生産が拡大することによる輪作体系等農法
への影響である。アメリカ農業は長らく輸出依存
を強めることでモノカルチャー化が進行してきた
が、バイオフュエルブームという内需によっても
それが進んでいることが本書で指摘されている。
本道においては持続可能な農法と食料自給率向上
を前提とした輸出や新規需要向け作目の生産とい
う観点が必要であろう。

　第三にアグリビジネスや農協と地域農業との関
係への影響である。アグロフュエルブーム下で産
業構造が再編され地元出資型企業は淘汰もしくは
下位に甘んじざるを得ない状況が本書で指摘され
ている。本道ではこれまでは強固な農協の存在の
下、農協主導型の加工事業等の展開がみられてき
たが、農協「改革」の推移如何ではアグリビジネ
ス主導による地域農業構造の再編が進行する可能
性もある。いわば、農業版“トヨタピラミッド”の
構築である。今後の動きに注視すべきであろう。
　

おわりに
　本書は、新自由主義的グローバル経済下、精密
農業に象徴される最新技術を伴った「工業化」路
線を驀進し、多国籍アグリビジネスの一大拠点と
なっているアメリカ農業を分析対象に「農業の資
本主義化とは何か」という古くからある社会経済
学の重要な論点に対して、理論的深化を図ろうと
取り組んだ良書である。また穀作地帯の丹念な農
業経営調査内容などは、社会経済学とは異なる理
論で研究を進めている方にも得るところ大と思わ
れる。広範な農業経済学研究者諸氏に一読をお勧
めしたい。
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１.本書の問題意識と分析アプローチ
　本書はバイオマスの利活用について原点に立ち
返り考えさせられる書である。著者がこれまで北
海道・東北を対象として行ってきたバイオマス流
通に関する研究の集大成ともいえる。
　再生可能な生物系の資源であるバイオマスの利
活用は、廃棄物対策、地球温暖化対策、エネル
ギー対策、農業・農村対策という多面的な意義を
有するが、現状、その利活用面では大きく進んで
いるとはいえない。
　その中で、既存のバイオマスに関する社会科学
的な研究を顧みると、事業主体の経済性分析や事
業評価に偏ったものとなっており、バイオマスの
利活用を論じるには従来の分析（"点"の分析）を
超え、流通・チャネルや需給調整プロセス等、広
義の市場機能からみた産業構造全体を分析する視
角（"全体フロー"の分析）が必要と説く。
　このような問題意識のもと、著者はバイオマス
の静脈流通過程に着眼し、幅広く体系的な分析・
検証を試みている。
　ここでいう「静脈流通」の概念であるが、流通
を「動脈系統」と「静脈系統」 の二つの概念に
分け、一方の「ものを生産する、使うという活動
を『動脈』の系統」、「原料採取→生産→流通→
消費の流れ」を「動脈過程」とし、もう一方の
「廃棄物を適正に処理するとか、リサイクルをす

るという活動を『静脈』の系統」とし、「廃棄物
の排出→収集運搬→分解分別→還元・廃棄の流
れ」を「静脈過程」と捉える。
　本書の具体的な分析アプローチとしては、廃棄
物系および未利用バイオマスの静脈流通過程を対
象とし、その流通構造と価格形成、需給調整の諸
問題について実証的に検証するために、北海道と
東北の（積雪）寒冷地を対象とし、①家畜ふん
尿、②りんごジュース製造副産物、③木質バイオ
マス、④米ぬか、⑤廃食油、⑥もみ殻、⑦稲わ
ら、と幅広い品目を取り上げ検討を行っている。
　本書が北海道と東北の（積雪）寒冷地を対象と
しているのは、同地域は積雪等によってバイオマ
スの利活用に強い制約があり、そこでの取り組み
は他の地域でも参考になること、加えて、同地域
の農業構造は多様であり、特に耕種と畜産の併存
はその利活用を検討する上で適した地域であると
考えるからである。また、本書が幅広い品目を対
象としているのは、既存研究では事業主体の分析
が中心であるため特性が類似した特定の品目が対
象となるが、これに対し本書では分析の視角とし
てバイオマスの静脈流通過程全般を対象とするこ
とから、特性の異なる複数の品目を取り上げる必
要があるからである。
　なお、本書の調査時期とバイオマスを巡る環境
変化との関係では「再生可能エネルギー特別措置
法」の施行（2012年７月）により固定価格買取制
度（以下、FITという）が導入され、バイオマス
を利用した発電事業は売電により経済性を持つこ
とになったが、その後の状況変化をどう捉えるか
という点があげられる。このことは本稿の最後に
改めて言及することにしたい。

２.本書の構成と内容
　本書の構成は、第１部「バイオマスのリサイク
ル経路」、第２部「バイオマスの需給調整プロセ
ス」、第３部「バイオマス利活用と原料調達過

程」と大きく３部に分かれている。
　まず、序章で分析のための概念設定を行い、既
存研究の特徴と問題点を指摘し、新たな分析の視
角（"全体フロー"の分析）を提示したうえで、第
１章「バイオマス利用の意義と現状」で前提の整
理を行い、本論へと展開していく。
　第１部は第２章～第４章からなり、第２章
「『家畜排せつ物法』施行以前における家畜ふん
尿リサイクルの特質」では、1990年代の同法施行
前の家畜ふん尿の販売対応の共同化とリサイクル
経路の広域化について、愛知県と北海道の事例か
ら検討を行い実態を明らかにしている。この広域
化の要因を、家畜ふん尿堆肥を広域的に供給して
いる酪農経営の事例から分析し、季節的な遊休労
働力や遊休輸送装備の利用効率を高めるために行
われていたことを解明している。
　第３章「食品製造副産物におけるリサイクル経
路の特質」では、青森県のジュース製造副産物を
対象にリサイクル経路の特質とその要因について
検討を行い、2000年代に入ってからその流通範囲
が広域化した背景には輸入飼料価格高騰のもとで
国内の安価な飼料原料を求める需要があり、飼料
メーカーは（本来の飼料等荷物を輸送した後の）
「帰り荷」輸送という比較的コストの低い輸送手
段を利用することで広域的な飼料原料の供給を可
能としたことを明らかにしている。ただし、「帰
り荷」輸送ではりんご粕それ自体で発生ピーク時
に輸送回数を増やすことは難しく、バイオマスの
需給変動によるリサイクル・チャネル自体の不安
定性がバイオマス利活用の障害になっているとい
う問題を指摘している。
　第４章「東アジアにおける食品製造副産物のリ
サイクル・システム」では、中国、台湾、韓国で
の果実ジュース製造副産物の利用における補論的
な分析であり、いずれの国も同副産物は家畜の飼
料として利用されるが、国によってその利用形態
が異なっていることを明らかにしている。

　第２部は第５章～第８章からなり、第５章「食
品製造副産物の供給変動と需給調整プロセス」で
は、第３章と同様に青森県のりんごジュース製造
副産物を対象として、本章では需給調整プロセス
の視点から検討を行い、その調整はリサイクル経
路に関わる各主体によって行われ、それは３つの
タイプに整理できることを提示している（チャネ
ル内、チャネル間、チャネル外の各対応）。ただ
し、その調整は各主体が個々ばらばらに行ってい
るために、調整の結果、新たな問題も発生するな
ど地域における需給調整主体の形成が望まれるこ
とを指摘している。
　第６章「木質ペレット燃料流通の広域化と地域
における需給の不整合問題」では、リサイクル経
路の広域化と個々の事業者による需給調整プロセ
スの調整がもたらす具体的な問題を、東北の木質
ペレット燃料を対象に分析を行い、品質の違いと
原料の種類別に価格が異なることを要因として、
外部からペレットが流入し自県で生産したペレッ
トが地域から押し出され他県に流出するという需
給不整合の実態を明らかしている。個々の経済主
体がバイオマスの利用に自己のコントロールでき
る範囲で取り組み、全体を調整する主体が欠落し
た中では、このような問題が発生することを指摘
している。
　第７章「地域バイオマス需給における調整主体
の存立条件」では、地域的な需給の調整主体が存
在する北海道の米ぬか市場を対象にその存立条件
の検討を行っている。複数の季節性を有する米ぬ
か需要が存在し、これらユーザー間で原料調達競
争が起きた場合、季節的に米ぬか価格が高騰し最
適な配分が困難となる状況に陥るが、それに対
し、通年的かつ大量の需要を有する米油メーカー
が需給調整主体となり、少量で季節的な需要を形
成する肥料やキノコ培地等のユーザーに対して米
ぬかの配分を行っていたことを明らかにしてい
る。需給の不整合を解消するためには地域におけ
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るバイオマス需給の調整主体の形成が求められる
ことを改めて指摘している。
　第８章「バイオマス需給における原料調達過程
と製品販売・利用過程間の調整」では、廃食油の
調達とバイオディーゼル燃料の原料・製品の２つ
の過程を対象として、それぞれの調整プロセスの
検討を行い、そこでは製品であるバイオディーゼ
ル燃料の需給不均衡の矛盾は原料となる廃食油の
調達過程にしわ寄せされている実態を明らかにし
ている。このような発展途上の市場では非市場的
な領域（地元自治体の利用等）がバッファーとな
り調整機能を補うことの重要性も指摘している。
　第３部は第９章・第10章からなり、第９章「農
産バイオマスエネルギー事業における原料調達方
式と地域原料バイオマス市場」では、青森県のも
み殻を対象に検討を行い、地域におけるリサイク
ル経路の形成には各事業主体が地域のバイオマス
資源の需給構造を踏まえた上で、用途別に既存の
需給と棲み分けをする対応を取っていることを明
らかにしている。バイオマスの利活用の推進では
地域におけるバイオマス資源の賦存量を把握する
だけでは不十分であり、より具体的に用途別の需
給構造の把握が必要であることを指摘している。
　第10章「未利用バイオマスにおける処理・利用
方式の特質」では、農家におけるバイオマス供給
構造を青森県の稲わらを事例として検討を行い、
その処理・利用方式には農家の経営形態や規模、
作業形態と関連がみられ、産地におけるバイオマ
スの利活用推進には各地域の具体的な農業構造や
農家の階層構成を踏まえた上での対策の検討が求
められることを指摘している。
　以上、本論での検討・検証結果を踏まえ、バイ
オマスの利活用促進や利活用方策の研究では流通
過程の解明がカギを握るとの帰結を得た。
　終章では今後の研究課題の整理がなされ、地産
地消型バイオマス利用システムの構築や、メタン
ガス原料等エネルギー利用などで新しい市場関係

が形成されることへの着眼点が示されている。

３.本書を巡る今日的状況と意義
　バイオマス資源は我が国の農村には豊富に存在
しており、その利活用では農業との親和性が高
く、農業者の"生業"になるともいえる。ただし、
それを持続可能ならしめるにはバイオマスが産業
として立ち行くこと、それには市場が存在・成立
することが重要である。本書はバイオマスの利活
用、とりわけマテリアル利用面を幅広く取り上げ
流通過程を考察し、個々の事業主体を超えた産業
としてのあり様を問う内容となっている。
　ただし、本書の考察は市場領域に重点に置いた
ものとなっており、環境はじめ多面的な意義を有
するバイオマスの利活用では外部経済性を考慮す
る必要がある。本書では非市場的な領域がバッ
ファーとなることの重要性を指摘しているが、こ
れを一歩進め、バイオマス利活用の外部経済性を
評価し市場領域と非市場領域との最適な関係を捉
えることが産業化には必要であり、今後の研究を
待ちたい。
　最後に、本書を取り巻く環境としてFIT施行後
の状況変化をどう捉えるかという点を考えてみた
い。FITによりバイオマスはそのエネルギー利用
（売電）の経済性から採算性の議論を正面からで
きる状況になった。しかし、FITは再生可能エネ
ルギー導入当初の普及促進と技術進歩による発電
コスト低減を見据えた"出口"のある制度である
（恒久的な制度でない）ことを忘れてはならな
い。
　日本でもFIT施行後４年を経過し制度の随時見
直しが行われてきており、将来的な市場価格化を
視野に入れておく必要がある。そこで、バイオマ
スのもうひとつの利活用形態、本書でみてきたマ
テリアル利用にスポットを当て、エネルギー利用
と同列に議論し、いわば"車の両輪"として両者一
体となった実践モデルを検討することはポスト

FITを見据えた出口戦略に繋がるのではないかと
考える。売電といったエネルギー利用はバイオマ
スの利活用形態のひとつの側面に過ぎない。バイ
オマスの利活用を地域として広く考えることは地
域の資源を見つめ直し、地域の可能性を考えるこ
とに繋がる。その意味でも本書には今日的な意義
が付与されるのである。

磯田　宏　著
『アグロフュエル・ブーム下の
米国エタノール産業と穀作農業の構造変化』

(筑波書房、2016年)

拓殖大学北海道短期大学

村上　良一

はじめに
　本書は「アメリカ合衆国コーンエタノール政策
がもたらしたアグロフュエル・ブームとその下で
の同国北中部穀作農業構造の動態と性格を解明す
ること」を基本目的としている。評者は内容的に
本書を五部構成として把握した。全体を貫く方法
(分析視角)を示した第１章、アグロフュエル・
ブーム下のコーンエタノール部門を分析した第２
章、アメリカ農業構造の分析視角を示し、アメリ
カ穀作農業全体の構造分析を行った第３章、アイ
オワ、ネブラスカ、北南ダコタの穀作農業構造分
析を行った第４章～第６章、そして全体を総括し
た終章である。
　以下では本書の内容を評者が要点と考える項目
に整理してコメントを入れながら紹介し、最後に
北海道農業分析に際して示唆を得られた点をあげ
る。

Ⅰ　分析視角に関して
　著者は多国籍アグリビジネス分析において有力
な枠組みとして注目されている「フードレジーム
論」に検討を加え、現段階を第3フードレジーム
(企業フードレジーム)第２局面と規定する。その
理由を「(多国籍資本による利潤と権力の奪回プ
ロジェクトとしてのグローバル新自由主義に照応
し、それを農業・食料部面から支える国際諸関
係)と最新の特徴(世界規模の資本主義の本格的金
融化から重大な影響を受け、また同時にその蓄積
を支える農業・食料国際諸関係)」を包括的に表

現できるからであるとする。
　金融肥大化グローバル経済に農業・食料部門が
より組み込まれるようになり、多国籍アグリビジ
ネスにとっての「蓄積の危機」(「蓄積の危機」
という用語はフードレジーム論を提示した論者が
援用するレギュラシオン学派のキーワードである
が著者自身は「レギュラシオン理論自体の全面的
有効性を認めているわけではない」)は小農民や
各国非富裕層に転嫁され自らは利得機会を獲得し
ていく。本書の具体的分析対象に引き付けて述べ
るならば、アメリカ農業において寄生的利潤(但
し、畜産部門は被収奪部門)がもたらされ、「農
業労働の資本への実質的な包摂」が進展する一方
で、環境や家族農業経営に否定的影響をもたらす
ということである。
　このように多国籍アグリビジネスが自らの蓄積
機会を獲得するために農業構造や農業労働過程な
どを都合の良い形態に変えていく過程を具体的に
分析していくというのが全体を貫く方法(分析視
角)である。
　そしてオルタナティブとしての「食料主権」と
いう新しい言説枠組みに注目する。

Ⅱ　コーンエタノール産業とアメリカ農業に関して
1.アメリカ・アグロフュエル政策とブームの位置と
性格
　覇権国アメリカの国家政策は、他国に負担転嫁
（貿易・為替政策に端的）することで自国利益の
維持拡大を図るという点では一貫している。現下
のアグロフュエル産業育成政策もそうした性格を
もつ。著者はアメリカ穀作農業(主には上層農)及
びアグロフュエル生産企業が得た寄生的利潤の源
泉は、穀物価格高騰によって国内外から「収奪」
したものであるとする。その政策推進のためバイ
オエタノールは温暖化ガス抑制効果を持ち親環境
保護的である等の「正当化神話」をも振りまく。
こうした政策推進における「イデオロギーの利

用」に着目する著者の態度は、皮相かつ煽情的な
言説で大衆の支持を得て短絡的な政策が推進され
る昨今、ますます重要である。
　アグロフュエル政策の巧妙さの分析も興味深
い。自動車燃料へのエタノール使用義務づけに
よって原料たるトウモロコシの需要拡大が他の穀
物価格の上昇をも招来し結果として穀物関連価
格・所得支持プログラムによる財政支出を抑制し
た。いわば「一石二鳥」の効果を生んだという巧
妙さである。

2.農業構造への影響
　アメリカのアグロフュエル政策は米国農業構造
に対して分解促進と資本主義的大経営を生み出す
役割を果たしていることを鮮明に描いている。
　この農業構造分析にあたって、まず分析課題を
明確化するために中野一新-服部信司「論争」な
どを検討した上で、「農業労働総過程を構成する
諸要因の『社会諸関係の性格分析』が必要」と結
論づける。その上でコーンエタノール産業育成政
策による農業構造への影響が考察される。
　コーンエタノールブームによる価格暴騰により
農業経営体が寄生的利潤を獲得し、経営耕地面積
に大きな変化がないにもかかわらず経済階級別区
分では上位階層にシフトした。著者はそれを「水
ぶくれ」と称している。同時に地代地価高騰（過
剰資本の投機対象となることで拍車がかかる̶こ
こにもグローバル資本主義の影響がみられるとす
る）をも招き土地獲得競争が激化する。加えて機
械・装備類投資も増え、生産コスト上昇も激しく
なる。これが上向経営(最上層は資本主義的経営)
とそうでない経営への分解を促進させる契機とな
り、上向経営たりえなかった農家は世代継承困難
等の経営難に陥ることが明らかにされる。
　また寄生的利潤を得ている経営になお政府支払
が行われ、「一種のモラルハザード的作用を果た
している」と指摘している。この点に付言すると

こうした作用を容認し続けている政策当局者の姿
勢をアメリカの農業政策の性格に起因するものと
してとらえた方が政策分析をより深化させること
ができるのではないかと思われる。

3.大規模アグロフュエル企業の台頭によるコーン
エタノール産業の変化
　アグロフュエル政策によってもたらされた同産
業の構造変化は以下のように整理される。
　アメリカのコーンエタノール産業構造は、ＡＤ
Ｍを除けば、むしろ小規模企業が一般的だったの
がアグロフュエル政策により二つの画期を経て階
層化（著者の整理では４階層）が進行し、上位企
業の集中度は上昇傾向にある。形成された最頂部
には老舗の多国籍穀物複合体型企業だけでなく多
国籍エネルギー複合体企業など農業関連以外の多
様な出自をもつ企業が君臨している。産業内部の
要因のみならず、国際過剰資本の動きに翻弄され
る形で中小メーカーは淘汰されもしくは下位に甘
んじている。
　とはいえ著者は生産者・地元住民出資型の企業
であれば肯定的な評価を与えているわけではな
い。そもそもコーンエタノール自体が「再生可能
燃料」たりえるのかと疑問を呈し、さらには穀物
関連セクターの維持を国内外の消費者・実需者に
負担転嫁し、また過剰資本の新たな蓄積機会でも
たらされた寄生的利潤の「分け前」にこれら非独
占的な企業も享受しているとして批判的である。

4.農法、環境への影響
　現地調査を踏まえたうえでアグロフュエルブー
ムが及ぼす農法、環境への影響が考察されてい
る。
　調査対象地域では「面積当たり収益性の高い地
域でより早く、より体系的な精密農業技術採用が
進んで」土壌分析等の外部委託も進んでいる。ま
た先進的農業技術を土台に効率性重視を旨とする

大規模経営のアメリカ農業というイメージからす
ると奇妙であるが不耕起農法が拡大している地域
も存在する(アグロフュエルブームが穀作地域一
様に不耕起農法を進めたわけではないことにも注
意)。だが、ここでの不耕起農法の導入は除草目
的耕耘を省略するためであるからＧＭＯとパッ
ケージされた除草剤の使用ならびに不耕起農法対
応の高額な農業機械導入を不可欠とする。寄生的
利潤の恩恵をより受けた高額投資に耐えうる大規
模経営がそうした条件を持つことになる。これに
より「農業の工業化」が進展する。トウモロコシ
の連作、もしくは連作に近い大豆̶トウモロコシ
の2年輪作も進行する(コーンベルト最後発である
北ダコタを除く)。
　著者はここに「農業労働の資本への実質的包
摂」の進展を見出すとともにその環境への否定的
な影響を指摘する。
　

Ⅲ　北海道農業分析への示唆
　評者が今後の北海道農業分析に際して示唆を得
られた点は下記の三つである。
　第一に精密農業技術導入による農業経営への影
響である。本書では精密農業に対応できる機械を
導入できるのは上層農であり、また最新の土壌分
析技術などは必須だがそれは外部の業者に委託せ
ざるをえない状況が詳述されている。本道でも精
密農業の導入が叫ばれているが、それによる経営
への影響に注視していくべきであろう。
　第二に輸出振興など新規需要をターゲットにし
た作目生産が拡大することによる輪作体系等農法
への影響である。アメリカ農業は長らく輸出依存
を強めることでモノカルチャー化が進行してきた
が、バイオフュエルブームという内需によっても
それが進んでいることが本書で指摘されている。
本道においては持続可能な農法と食料自給率向上
を前提とした輸出や新規需要向け作目の生産とい
う観点が必要であろう。

　第三にアグリビジネスや農協と地域農業との関
係への影響である。アグロフュエルブーム下で産
業構造が再編され地元出資型企業は淘汰もしくは
下位に甘んじざるを得ない状況が本書で指摘され
ている。本道ではこれまでは強固な農協の存在の
下、農協主導型の加工事業等の展開がみられてき
たが、農協「改革」の推移如何ではアグリビジネ
ス主導による地域農業構造の再編が進行する可能
性もある。いわば、農業版“トヨタピラミッド”の
構築である。今後の動きに注視すべきであろう。
　

おわりに
　本書は、新自由主義的グローバル経済下、精密
農業に象徴される最新技術を伴った「工業化」路
線を驀進し、多国籍アグリビジネスの一大拠点と
なっているアメリカ農業を分析対象に「農業の資
本主義化とは何か」という古くからある社会経済
学の重要な論点に対して、理論的深化を図ろうと
取り組んだ良書である。また穀作地帯の丹念な農
業経営調査内容などは、社会経済学とは異なる理
論で研究を進めている方にも得るところ大と思わ
れる。広範な農業経済学研究者諸氏に一読をお勧
めしたい。
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１.本書の問題意識と分析アプローチ
　本書はバイオマスの利活用について原点に立ち
返り考えさせられる書である。著者がこれまで北
海道・東北を対象として行ってきたバイオマス流
通に関する研究の集大成ともいえる。
　再生可能な生物系の資源であるバイオマスの利
活用は、廃棄物対策、地球温暖化対策、エネル
ギー対策、農業・農村対策という多面的な意義を
有するが、現状、その利活用面では大きく進んで
いるとはいえない。
　その中で、既存のバイオマスに関する社会科学
的な研究を顧みると、事業主体の経済性分析や事
業評価に偏ったものとなっており、バイオマスの
利活用を論じるには従来の分析（"点"の分析）を
超え、流通・チャネルや需給調整プロセス等、広
義の市場機能からみた産業構造全体を分析する視
角（"全体フロー"の分析）が必要と説く。
　このような問題意識のもと、著者はバイオマス
の静脈流通過程に着眼し、幅広く体系的な分析・
検証を試みている。
　ここでいう「静脈流通」の概念であるが、流通
を「動脈系統」と「静脈系統」 の二つの概念に
分け、一方の「ものを生産する、使うという活動
を『動脈』の系統」、「原料採取→生産→流通→
消費の流れ」を「動脈過程」とし、もう一方の
「廃棄物を適正に処理するとか、リサイクルをす

るという活動を『静脈』の系統」とし、「廃棄物
の排出→収集運搬→分解分別→還元・廃棄の流
れ」を「静脈過程」と捉える。
　本書の具体的な分析アプローチとしては、廃棄
物系および未利用バイオマスの静脈流通過程を対
象とし、その流通構造と価格形成、需給調整の諸
問題について実証的に検証するために、北海道と
東北の（積雪）寒冷地を対象とし、①家畜ふん
尿、②りんごジュース製造副産物、③木質バイオ
マス、④米ぬか、⑤廃食油、⑥もみ殻、⑦稲わ
ら、と幅広い品目を取り上げ検討を行っている。
　本書が北海道と東北の（積雪）寒冷地を対象と
しているのは、同地域は積雪等によってバイオマ
スの利活用に強い制約があり、そこでの取り組み
は他の地域でも参考になること、加えて、同地域
の農業構造は多様であり、特に耕種と畜産の併存
はその利活用を検討する上で適した地域であると
考えるからである。また、本書が幅広い品目を対
象としているのは、既存研究では事業主体の分析
が中心であるため特性が類似した特定の品目が対
象となるが、これに対し本書では分析の視角とし
てバイオマスの静脈流通過程全般を対象とするこ
とから、特性の異なる複数の品目を取り上げる必
要があるからである。
　なお、本書の調査時期とバイオマスを巡る環境
変化との関係では「再生可能エネルギー特別措置
法」の施行（2012年７月）により固定価格買取制
度（以下、FITという）が導入され、バイオマス
を利用した発電事業は売電により経済性を持つこ
とになったが、その後の状況変化をどう捉えるか
という点があげられる。このことは本稿の最後に
改めて言及することにしたい。

２.本書の構成と内容
　本書の構成は、第１部「バイオマスのリサイク
ル経路」、第２部「バイオマスの需給調整プロセ
ス」、第３部「バイオマス利活用と原料調達過

程」と大きく３部に分かれている。
　まず、序章で分析のための概念設定を行い、既
存研究の特徴と問題点を指摘し、新たな分析の視
角（"全体フロー"の分析）を提示したうえで、第
１章「バイオマス利用の意義と現状」で前提の整
理を行い、本論へと展開していく。
　第１部は第２章～第４章からなり、第２章
「『家畜排せつ物法』施行以前における家畜ふん
尿リサイクルの特質」では、1990年代の同法施行
前の家畜ふん尿の販売対応の共同化とリサイクル
経路の広域化について、愛知県と北海道の事例か
ら検討を行い実態を明らかにしている。この広域
化の要因を、家畜ふん尿堆肥を広域的に供給して
いる酪農経営の事例から分析し、季節的な遊休労
働力や遊休輸送装備の利用効率を高めるために行
われていたことを解明している。
　第３章「食品製造副産物におけるリサイクル経
路の特質」では、青森県のジュース製造副産物を
対象にリサイクル経路の特質とその要因について
検討を行い、2000年代に入ってからその流通範囲
が広域化した背景には輸入飼料価格高騰のもとで
国内の安価な飼料原料を求める需要があり、飼料
メーカーは（本来の飼料等荷物を輸送した後の）
「帰り荷」輸送という比較的コストの低い輸送手
段を利用することで広域的な飼料原料の供給を可
能としたことを明らかにしている。ただし、「帰
り荷」輸送ではりんご粕それ自体で発生ピーク時
に輸送回数を増やすことは難しく、バイオマスの
需給変動によるリサイクル・チャネル自体の不安
定性がバイオマス利活用の障害になっているとい
う問題を指摘している。
　第４章「東アジアにおける食品製造副産物のリ
サイクル・システム」では、中国、台湾、韓国で
の果実ジュース製造副産物の利用における補論的
な分析であり、いずれの国も同副産物は家畜の飼
料として利用されるが、国によってその利用形態
が異なっていることを明らかにしている。

　第２部は第５章～第８章からなり、第５章「食
品製造副産物の供給変動と需給調整プロセス」で
は、第３章と同様に青森県のりんごジュース製造
副産物を対象として、本章では需給調整プロセス
の視点から検討を行い、その調整はリサイクル経
路に関わる各主体によって行われ、それは３つの
タイプに整理できることを提示している（チャネ
ル内、チャネル間、チャネル外の各対応）。ただ
し、その調整は各主体が個々ばらばらに行ってい
るために、調整の結果、新たな問題も発生するな
ど地域における需給調整主体の形成が望まれるこ
とを指摘している。
　第６章「木質ペレット燃料流通の広域化と地域
における需給の不整合問題」では、リサイクル経
路の広域化と個々の事業者による需給調整プロセ
スの調整がもたらす具体的な問題を、東北の木質
ペレット燃料を対象に分析を行い、品質の違いと
原料の種類別に価格が異なることを要因として、
外部からペレットが流入し自県で生産したペレッ
トが地域から押し出され他県に流出するという需
給不整合の実態を明らかしている。個々の経済主
体がバイオマスの利用に自己のコントロールでき
る範囲で取り組み、全体を調整する主体が欠落し
た中では、このような問題が発生することを指摘
している。
　第７章「地域バイオマス需給における調整主体
の存立条件」では、地域的な需給の調整主体が存
在する北海道の米ぬか市場を対象にその存立条件
の検討を行っている。複数の季節性を有する米ぬ
か需要が存在し、これらユーザー間で原料調達競
争が起きた場合、季節的に米ぬか価格が高騰し最
適な配分が困難となる状況に陥るが、それに対
し、通年的かつ大量の需要を有する米油メーカー
が需給調整主体となり、少量で季節的な需要を形
成する肥料やキノコ培地等のユーザーに対して米
ぬかの配分を行っていたことを明らかにしてい
る。需給の不整合を解消するためには地域におけ
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るバイオマス需給の調整主体の形成が求められる
ことを改めて指摘している。
　第８章「バイオマス需給における原料調達過程
と製品販売・利用過程間の調整」では、廃食油の
調達とバイオディーゼル燃料の原料・製品の２つ
の過程を対象として、それぞれの調整プロセスの
検討を行い、そこでは製品であるバイオディーゼ
ル燃料の需給不均衡の矛盾は原料となる廃食油の
調達過程にしわ寄せされている実態を明らかにし
ている。このような発展途上の市場では非市場的
な領域（地元自治体の利用等）がバッファーとな
り調整機能を補うことの重要性も指摘している。
　第３部は第９章・第10章からなり、第９章「農
産バイオマスエネルギー事業における原料調達方
式と地域原料バイオマス市場」では、青森県のも
み殻を対象に検討を行い、地域におけるリサイク
ル経路の形成には各事業主体が地域のバイオマス
資源の需給構造を踏まえた上で、用途別に既存の
需給と棲み分けをする対応を取っていることを明
らかにしている。バイオマスの利活用の推進では
地域におけるバイオマス資源の賦存量を把握する
だけでは不十分であり、より具体的に用途別の需
給構造の把握が必要であることを指摘している。
　第10章「未利用バイオマスにおける処理・利用
方式の特質」では、農家におけるバイオマス供給
構造を青森県の稲わらを事例として検討を行い、
その処理・利用方式には農家の経営形態や規模、
作業形態と関連がみられ、産地におけるバイオマ
スの利活用推進には各地域の具体的な農業構造や
農家の階層構成を踏まえた上での対策の検討が求
められることを指摘している。
　以上、本論での検討・検証結果を踏まえ、バイ
オマスの利活用促進や利活用方策の研究では流通
過程の解明がカギを握るとの帰結を得た。
　終章では今後の研究課題の整理がなされ、地産
地消型バイオマス利用システムの構築や、メタン
ガス原料等エネルギー利用などで新しい市場関係

が形成されることへの着眼点が示されている。

３.本書を巡る今日的状況と意義
　バイオマス資源は我が国の農村には豊富に存在
しており、その利活用では農業との親和性が高
く、農業者の"生業"になるともいえる。ただし、
それを持続可能ならしめるにはバイオマスが産業
として立ち行くこと、それには市場が存在・成立
することが重要である。本書はバイオマスの利活
用、とりわけマテリアル利用面を幅広く取り上げ
流通過程を考察し、個々の事業主体を超えた産業
としてのあり様を問う内容となっている。
　ただし、本書の考察は市場領域に重点に置いた
ものとなっており、環境はじめ多面的な意義を有
するバイオマスの利活用では外部経済性を考慮す
る必要がある。本書では非市場的な領域がバッ
ファーとなることの重要性を指摘しているが、こ
れを一歩進め、バイオマス利活用の外部経済性を
評価し市場領域と非市場領域との最適な関係を捉
えることが産業化には必要であり、今後の研究を
待ちたい。
　最後に、本書を取り巻く環境としてFIT施行後
の状況変化をどう捉えるかという点を考えてみた
い。FITによりバイオマスはそのエネルギー利用
（売電）の経済性から採算性の議論を正面からで
きる状況になった。しかし、FITは再生可能エネ
ルギー導入当初の普及促進と技術進歩による発電
コスト低減を見据えた"出口"のある制度である
（恒久的な制度でない）ことを忘れてはならな
い。
　日本でもFIT施行後４年を経過し制度の随時見
直しが行われてきており、将来的な市場価格化を
視野に入れておく必要がある。そこで、バイオマ
スのもうひとつの利活用形態、本書でみてきたマ
テリアル利用にスポットを当て、エネルギー利用
と同列に議論し、いわば"車の両輪"として両者一
体となった実践モデルを検討することはポスト

FITを見据えた出口戦略に繋がるのではないかと
考える。売電といったエネルギー利用はバイオマ
スの利活用形態のひとつの側面に過ぎない。バイ
オマスの利活用を地域として広く考えることは地
域の資源を見つめ直し、地域の可能性を考えるこ
とに繋がる。その意味でも本書には今日的な意義
が付与されるのである。
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米国エタノール産業と穀作農業の構造変化』

(筑波書房、2016年)

拓殖大学北海道短期大学
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はじめに
　本書は「アメリカ合衆国コーンエタノール政策
がもたらしたアグロフュエル・ブームとその下で
の同国北中部穀作農業構造の動態と性格を解明す
ること」を基本目的としている。評者は内容的に
本書を五部構成として把握した。全体を貫く方法
(分析視角)を示した第１章、アグロフュエル・
ブーム下のコーンエタノール部門を分析した第２
章、アメリカ農業構造の分析視角を示し、アメリ
カ穀作農業全体の構造分析を行った第３章、アイ
オワ、ネブラスカ、北南ダコタの穀作農業構造分
析を行った第４章～第６章、そして全体を総括し
た終章である。
　以下では本書の内容を評者が要点と考える項目
に整理してコメントを入れながら紹介し、最後に
北海道農業分析に際して示唆を得られた点をあげ
る。

Ⅰ　分析視角に関して
　著者は多国籍アグリビジネス分析において有力
な枠組みとして注目されている「フードレジーム
論」に検討を加え、現段階を第3フードレジーム
(企業フードレジーム)第２局面と規定する。その
理由を「(多国籍資本による利潤と権力の奪回プ
ロジェクトとしてのグローバル新自由主義に照応
し、それを農業・食料部面から支える国際諸関
係)と最新の特徴(世界規模の資本主義の本格的金
融化から重大な影響を受け、また同時にその蓄積
を支える農業・食料国際諸関係)」を包括的に表

現できるからであるとする。
　金融肥大化グローバル経済に農業・食料部門が
より組み込まれるようになり、多国籍アグリビジ
ネスにとっての「蓄積の危機」(「蓄積の危機」
という用語はフードレジーム論を提示した論者が
援用するレギュラシオン学派のキーワードである
が著者自身は「レギュラシオン理論自体の全面的
有効性を認めているわけではない」)は小農民や
各国非富裕層に転嫁され自らは利得機会を獲得し
ていく。本書の具体的分析対象に引き付けて述べ
るならば、アメリカ農業において寄生的利潤(但
し、畜産部門は被収奪部門)がもたらされ、「農
業労働の資本への実質的な包摂」が進展する一方
で、環境や家族農業経営に否定的影響をもたらす
ということである。
　このように多国籍アグリビジネスが自らの蓄積
機会を獲得するために農業構造や農業労働過程な
どを都合の良い形態に変えていく過程を具体的に
分析していくというのが全体を貫く方法(分析視
角)である。
　そしてオルタナティブとしての「食料主権」と
いう新しい言説枠組みに注目する。

Ⅱ　コーンエタノール産業とアメリカ農業に関して
1.アメリカ・アグロフュエル政策とブームの位置と
性格
　覇権国アメリカの国家政策は、他国に負担転嫁
（貿易・為替政策に端的）することで自国利益の
維持拡大を図るという点では一貫している。現下
のアグロフュエル産業育成政策もそうした性格を
もつ。著者はアメリカ穀作農業(主には上層農)及
びアグロフュエル生産企業が得た寄生的利潤の源
泉は、穀物価格高騰によって国内外から「収奪」
したものであるとする。その政策推進のためバイ
オエタノールは温暖化ガス抑制効果を持ち親環境
保護的である等の「正当化神話」をも振りまく。
こうした政策推進における「イデオロギーの利

用」に着目する著者の態度は、皮相かつ煽情的な
言説で大衆の支持を得て短絡的な政策が推進され
る昨今、ますます重要である。
　アグロフュエル政策の巧妙さの分析も興味深
い。自動車燃料へのエタノール使用義務づけに
よって原料たるトウモロコシの需要拡大が他の穀
物価格の上昇をも招来し結果として穀物関連価
格・所得支持プログラムによる財政支出を抑制し
た。いわば「一石二鳥」の効果を生んだという巧
妙さである。

2.農業構造への影響
　アメリカのアグロフュエル政策は米国農業構造
に対して分解促進と資本主義的大経営を生み出す
役割を果たしていることを鮮明に描いている。
　この農業構造分析にあたって、まず分析課題を
明確化するために中野一新-服部信司「論争」な
どを検討した上で、「農業労働総過程を構成する
諸要因の『社会諸関係の性格分析』が必要」と結
論づける。その上でコーンエタノール産業育成政
策による農業構造への影響が考察される。
　コーンエタノールブームによる価格暴騰により
農業経営体が寄生的利潤を獲得し、経営耕地面積
に大きな変化がないにもかかわらず経済階級別区
分では上位階層にシフトした。著者はそれを「水
ぶくれ」と称している。同時に地代地価高騰（過
剰資本の投機対象となることで拍車がかかる̶こ
こにもグローバル資本主義の影響がみられるとす
る）をも招き土地獲得競争が激化する。加えて機
械・装備類投資も増え、生産コスト上昇も激しく
なる。これが上向経営(最上層は資本主義的経営)
とそうでない経営への分解を促進させる契機とな
り、上向経営たりえなかった農家は世代継承困難
等の経営難に陥ることが明らかにされる。
　また寄生的利潤を得ている経営になお政府支払
が行われ、「一種のモラルハザード的作用を果た
している」と指摘している。この点に付言すると

こうした作用を容認し続けている政策当局者の姿
勢をアメリカの農業政策の性格に起因するものと
してとらえた方が政策分析をより深化させること
ができるのではないかと思われる。

3.大規模アグロフュエル企業の台頭によるコーン
エタノール産業の変化
　アグロフュエル政策によってもたらされた同産
業の構造変化は以下のように整理される。
　アメリカのコーンエタノール産業構造は、ＡＤ
Ｍを除けば、むしろ小規模企業が一般的だったの
がアグロフュエル政策により二つの画期を経て階
層化（著者の整理では４階層）が進行し、上位企
業の集中度は上昇傾向にある。形成された最頂部
には老舗の多国籍穀物複合体型企業だけでなく多
国籍エネルギー複合体企業など農業関連以外の多
様な出自をもつ企業が君臨している。産業内部の
要因のみならず、国際過剰資本の動きに翻弄され
る形で中小メーカーは淘汰されもしくは下位に甘
んじている。
　とはいえ著者は生産者・地元住民出資型の企業
であれば肯定的な評価を与えているわけではな
い。そもそもコーンエタノール自体が「再生可能
燃料」たりえるのかと疑問を呈し、さらには穀物
関連セクターの維持を国内外の消費者・実需者に
負担転嫁し、また過剰資本の新たな蓄積機会でも
たらされた寄生的利潤の「分け前」にこれら非独
占的な企業も享受しているとして批判的である。

4.農法、環境への影響
　現地調査を踏まえたうえでアグロフュエルブー
ムが及ぼす農法、環境への影響が考察されてい
る。
　調査対象地域では「面積当たり収益性の高い地
域でより早く、より体系的な精密農業技術採用が
進んで」土壌分析等の外部委託も進んでいる。ま
た先進的農業技術を土台に効率性重視を旨とする

大規模経営のアメリカ農業というイメージからす
ると奇妙であるが不耕起農法が拡大している地域
も存在する(アグロフュエルブームが穀作地域一
様に不耕起農法を進めたわけではないことにも注
意)。だが、ここでの不耕起農法の導入は除草目
的耕耘を省略するためであるからＧＭＯとパッ
ケージされた除草剤の使用ならびに不耕起農法対
応の高額な農業機械導入を不可欠とする。寄生的
利潤の恩恵をより受けた高額投資に耐えうる大規
模経営がそうした条件を持つことになる。これに
より「農業の工業化」が進展する。トウモロコシ
の連作、もしくは連作に近い大豆̶トウモロコシ
の2年輪作も進行する(コーンベルト最後発である
北ダコタを除く)。
　著者はここに「農業労働の資本への実質的包
摂」の進展を見出すとともにその環境への否定的
な影響を指摘する。
　

Ⅲ　北海道農業分析への示唆
　評者が今後の北海道農業分析に際して示唆を得
られた点は下記の三つである。
　第一に精密農業技術導入による農業経営への影
響である。本書では精密農業に対応できる機械を
導入できるのは上層農であり、また最新の土壌分
析技術などは必須だがそれは外部の業者に委託せ
ざるをえない状況が詳述されている。本道でも精
密農業の導入が叫ばれているが、それによる経営
への影響に注視していくべきであろう。
　第二に輸出振興など新規需要をターゲットにし
た作目生産が拡大することによる輪作体系等農法
への影響である。アメリカ農業は長らく輸出依存
を強めることでモノカルチャー化が進行してきた
が、バイオフュエルブームという内需によっても
それが進んでいることが本書で指摘されている。
本道においては持続可能な農法と食料自給率向上
を前提とした輸出や新規需要向け作目の生産とい
う観点が必要であろう。

　第三にアグリビジネスや農協と地域農業との関
係への影響である。アグロフュエルブーム下で産
業構造が再編され地元出資型企業は淘汰もしくは
下位に甘んじざるを得ない状況が本書で指摘され
ている。本道ではこれまでは強固な農協の存在の
下、農協主導型の加工事業等の展開がみられてき
たが、農協「改革」の推移如何ではアグリビジネ
ス主導による地域農業構造の再編が進行する可能
性もある。いわば、農業版“トヨタピラミッド”の
構築である。今後の動きに注視すべきであろう。
　

おわりに
　本書は、新自由主義的グローバル経済下、精密
農業に象徴される最新技術を伴った「工業化」路
線を驀進し、多国籍アグリビジネスの一大拠点と
なっているアメリカ農業を分析対象に「農業の資
本主義化とは何か」という古くからある社会経済
学の重要な論点に対して、理論的深化を図ろうと
取り組んだ良書である。また穀作地帯の丹念な農
業経営調査内容などは、社会経済学とは異なる理
論で研究を進めている方にも得るところ大と思わ
れる。広範な農業経済学研究者諸氏に一読をお勧
めしたい。


